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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　スライディングシールを用いない遠心分離機に使用され、少なくとも２本のほぼ等しい
長さの独立した管からなるマルチルーメン管集束体であって、
　上記マルチルーメン管集束体の中間部位を支持する支持部材が設けられ、
　上記各管は、張力が作用しない状態で該管の伸長方向に沿った縦軸又は該縦軸と平行な
軸を中心に互いに撚り合わされ且つ両端部で固定され、
　上記支持部材の位置からそれぞれ反対方向に延びる上記マルチルーメン管集束体の両構
成部分は、互いに逆方向に撚られ、
　上記両構成部分の支持部材側端部は、上記支持部材に固定されているマルチルーメン管
集束体。
【請求項２】
　上記各管の端部は、上記支持部材の位置に対して、ｎを０又は整数としてｎ＋１/２回
だけ転回させられている請求項１記載のマルチルーメン管集束体。
【請求項３】
　上記各管の端部が転回される回数は、約１.５回である請求項１又は２に記載のマルチ
ルーメン管集束体。
【請求項４】
　上記支持部材は、滑り軸受として構成されている請求項１乃至３の何れか１つに記載の
マルチルーメン管集束体。
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【請求項５】
　上記支持部材は、ころ軸受として構成されている請求項１乃至３の何れか１つに記載の
マルチルーメン管集束体。
【請求項６】
　上記管の両端部には、該端部を固定する保持部材が設けられている請求項１乃至５の何
れか１つに記載のマルチルーメン管集束体。
【請求項７】
　上記支持部材及び/又は上記保持部材は、上記独立した各管を受け入れる複数の穴を有
している請求項１乃至６の何れか１つに記載のマルチルーメン管集束体。
【請求項８】
　２本乃至５本、好ましくは４本の独立した管からなる請求項１乃至７の何れか１つに記
載のマルチルーメン管集束体。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
　本発明は、スライディングシールを用いない遠心分離機に使用され、支持位置から両端
部に向かう両構成部分がそれぞれ逆方向に転回されているマルチルーメン管集束体に関す
る。
【０００２】
【従来の技術】
　スライディングシールを用いない遠心分離機は、ドイツ公開特許第３２４２５４１号又
は第４２２０２３２号などに開示されている従来技術により知られている。このような遠
心分離機において、物質は、複数の構成成分に分離され、管を通じて別個の容器へ搬送さ
れる。この場合、容器は固定されているため、分離機の回転中に、両者間を連絡する管部
分をどのように案内すべきかという点に関して様々な方法が知られている。汚染を避ける
ためにスライディングシールを用いたくない場合、上述のような遠心分離機の使用が考え
られる。
【０００３】
　ドイツ公開特許第２６１２９８８号において開示されているように、複数のルーメンを
有するマルチルーメン管は、複数の液路を有する単一の管によって構成することができる
。その一方、ドイツ公開特許第３６３２２４１号においては、複数の独立した管の集束体
が示されている。スライディングシールを用いない遠心分離機において、このような管又
はマルチルーメン管集束体は、固定された接続点から分離ユニットの周りに輪を描くよう
にして、分離ユニットの反対側へと案内される。
【０００４】
　上記スライディングシールを用いない遠心分離機の運転時、上記管集束体は、分離ユニ
ットの半分の角速度又は速度で回転する駆動装置に接続されている。さらに、管集束体も
それ自体を中心に回転する。上記駆動装置と上記分離ユニットとが異なる速度で動作する
結果、上記管集束体は捩れない。
【０００５】
　この点に関して、上記管集束体全体をゆったりさせるように、上記管集束体の径方向外
側に位置する部位は内側に、その逆に上記管集束体の径方向内側に位置する部位は外側に
順次来るようになっている。上記管集束体の内側と外側とでは上記固定された接続点から
上記分離ユニットへの経路の長さが異なるため、上記管集束体の外側に位置する部位は伸
張される一方、上記管集束体の内側に位置する部位は圧縮されてしまう。このため、ここ
で特に参照するドイツ公開特許第３６３２２４１号では、独立した複数の管又はルーメン
を有する複数の管をこれら管の縦軸又は平行軸を中心にｎ＋１/２回撚ることにより、上
記接続点から上記分離ユニットへの経路の長さを平均的に等しくすることが提案されてい
る。
【０００６】
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　さらに、上記管集束体は、遠心力により大きな機械的応力を受けるが、この応力は上記
分離ユニットの回転速度が増すに従って大きくなる。管集束体は外側に向かって張り出し
た輪を描き、その両端に管を曲げる力及び/又は磨耗させる力が大きくかかる。このため
、例えばドイツ公開特許第１９８０３５３４号において説明されているように、これらの
管は、スライディングシールを用いない遠心分離機内で支持される場合が多い。そこで使
用される軸受は、ＰＣＴ公開特許第９５/１７２６１号に示されるようにころ軸受の場合
もあれば、ヨーロッパ公開特許第０１１２９９０号に示されるように滑り軸受の場合もあ
る。
【０００７】
【発明が解決しようとする課題】
　しかしながら、スライディングシールを用いない遠心分離機用の管集束体では、管の両
端部から支持位置へ伝達されるべきトルクが、軸受の摩擦に起因して上記支持位置で生じ
てしまう。このトルクが上記管に対してさらに応力を発生させるため、上記管の捩じれに
対する耐性が損なわれ、その使用寿命が短くなってしまう。
【０００８】
　従って、本発明の目的は、製造コストを上げることなく使用寿命を大幅に延長させる管
集束体を提供することである。
【０００９】
【課題を解決するための手段】
　上記目的は、本発明の請求項１に示す管集束体の特徴により達成される。
【００１０】
　本発明に係る管集束体は、独立した少なくとも２本の管からなる。上記各管は、該管の
縦軸及び/又は平行軸を中心に転回され且つ両端部で固定されている。つまり、管集束体
を構成する複数の管は、それらの縦軸と平行軸の何れか一方又は両方を中心に転回されて
いる。更に言い換えると、これら複数の管は、その伸長方向の軸と平行軸のうちの何れか
一方又は両方を中心に転回されている。上記管集束体の中間部位を支持する支持部材が設
けられており、上記支持部材の位置から上記両端部に向かってそれぞれ反対方向に延びる
上記管集束体の両構成部分は、互いに逆方向に撚られている。
【００１１】
　上記管集束が所望のとおり捩れを起こさないため、分離ユニットから軸受へ伝達される
トルクは、固定位置から軸受へ伝達されるトルクに対して逆向きに作用する。上記伝達さ
れるトルクが上記管の転回方向に対して逆方向に作用する場合、上記管集束体の安定性が
損なわれたり、使用寿命が短くなることが分かっている。そこで、試験を行ない、上記軸
受の位置からそれぞれ反対方向に延びる上記管集束体の両構成部分の撚り方向を異ならせ
て上記管集束体の使用寿命を計測した。この試験の計測結果により、上記管集束体に作用
するトルクの方向と、上記固定された両端部に向かって上記支持部材の位置からそれぞれ
反対方向に延びる上記管集束体の両構成部分の撚り方向とが同じ場合、上記管集束体の安
定性が相当向上することが証明されている。上記２つのトルクは上述のように互いに逆方
向に作用するため、本発明において、上記支持部材の位置からそれぞれ反対方向に延びる
上記管集束体の両構成部分の上記縦軸及び/又は平行軸を中心とする転回も同様に互いに
逆方向の転回となる。
【００１２】
　上記管集束体は、従来の技術において述べたように複数のルーメンを有する１本の管に
よって構成することもできるし、独立した複数の管によって構成することもできる。前者
の場合も、後者の場合と同様に、上記複数のルーメンがこれらルーメンの縦軸を中心に転
回される。ここでは、単純化のため、独立した少なくとも２本の管からなるマルチルーメ
ン管集束体について述べている。しかしながら、本発明には、独立した３つ以上の管を有
し、両構成部分が支持位置からそれぞれ逆方向に螺旋状に延びるマルチルーメン管集束体
も包含される。
【００１３】
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　本発明において使用される管は、１つ以上の高分子材料の層から構成されている。上記
高分子材料には、ポリアミド、ポリウレタン又はポリ塩化ビニル（ＰＶＣ）などと共に、
特にポリエチレン又はポリプロピレンなどのポリオレフィンやこれらの混合物が含まれる
。上記管を構成する複数の層に、それぞれ異なる材料を用いることも可能である。
【００１４】
　上記管を医療分野において利用する場合、生体適合性を有する材料がより好都合なこと
は当然である。過去においてはＰＶＣ管が一般的であったが、ポリオレフィン管も使われ
始めており、エチレンスチレンも使用されている。多層からなるポリオレフィン管は、各
層の硬度を混合物の使用により決めることができるので好ましい。
【００１５】
　本発明に係る管集束体は、押し出し成形された管による構成であっても層状の管による
構成であっても、使用する高分子材料及び層を適切に選択することにより、伸び、捩れ又
は転回に対して高い強度を有することになる。上記管の内径は、詰まりが生じないように
、全長に亘ってほぼ一定に保持され得る。
【００１６】
　一般的に、このような管集束体は、２本ないし５本、好ましくは４本の独立した管から
なる。つまり、この管集束体は、２本以上５本以下の独立した管で構成される。これら独
立した管は、少なくとも一部の領域において上記管集束体の縦軸又は上記管集束体と平行
な軸を中心に転回されているため、撚られて集束されている。この撚りは、従来の撚り合
わせ又は編み組みの手法に従って行なわれている。
【００１７】
　この点に関連して、上記管集束体の中間部位は、例えば、締め付け又は接着により上記
支持部材に固定されている一方、上記管集束体の両端部は、上記各管を受け入れる穴を有
する保持部材に配置されている。上記各穴は、上記独立した各管の変位を許容するように
形成されている。すなわち、上記各穴は、上記管の捩れが生じないようにするために、上
記各管の直径よりもやや大きく形成されている。従って、上記独立した各管に対して、該
管の使用寿命を縮めてしまう張力が更に作用することはない。この点に関して、上記独立
した各管は、ｎ＋１/２回（ｎは０又は整数）だけ転回されていることが好ましい。より
好ましくは、上記独立した各管が１．５回だけ転回されているのがよい。
【００１８】
　更にこの点に関して、管集束体の製造方法において、上記独立した各管は、先ず緩く保
持され、上記支持部材の位置へ向かって変位させられ、撚られ、元の位置へ押し戻された
後に、上記支持部材及び上記保持部材に固定される。上記各管の端部は、上記保持部材へ
の締め付け固定、上記保持部材への接着、又は上記独立した管同士の接着の何れかによっ
て所定位置に固定される。
【００１９】
　尚、上記管集束体の製造方法は、上述の手順に限定されない。上記各管の端部を予め所
定位置に固定しておき、上記支持部材を上記保持部材の位置へ向かって押し進め、回転さ
せ、元の位置へ再び戻すことも勿論可能である。この点に関して、上記支持部材としての
軸受は、上記管の個々の変位を許容し且つ上記管が互いに捩れることを回避するような大
きさの穴を有していなければならない。上記支持部材の回転により生じる動きは１つのみ
であるが、この動きが上記管集束体の両構成部分を同時にそれぞれ逆方向に転回する。こ
のように一層簡便な方法は好ましい。
【００２０】
【発明の実施の形態】
　図面に示す実施形態により、本発明のさらに詳細な内容及び利点が明らかとなる。
【００２１】
　図１には、スライディングシールを用いない遠心分離機用における管集束体１の案内構
造が概略的に示されている。管集束体１は、独立した管９及び管１０を備えていると共に
、固定位置（保持部材）３に固定された端部２と、分離ユニット５に固定された端部４と
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６で保持されている。そして、軸受保持器１２は、回転フレーム８に支持されている。分
離ユニット５が２ωの角速度で回転する際に、分離ユニット５に端部４が固定された管集
束体１も共に回転する。その一方、回転フレーム８全体が１ωの角速度で分離ユニット５
の回転方向とは反対の方向に回転し、この回転フレーム８によって管集束体１が分離ユニ
ット５の周りを案内される。また、管集束体１は、それ自体が１ωの角速度で回転する。
そのため、上記管案内装置の角速度の和と分離ユニット５の角速度とが相殺され、例えば
、管集束体１の固定された端部２で捩れ及び/又は剪断が生じない。
【００２２】
　分離ユニット５の回転により、管集束体１にはトルクが伝達される。管集束体１は略Ｕ
字状に延びているため、上記トルクは、固定された端部２から管集束体１に伝達されるト
ルクとは逆に作用する。独立した管９及び管１０は、これらのトルクに抗して転回しない
。そのため、管９及び１０がその縦軸１１及び/又は平行軸を中心に上記支持位置６から
端部２，４に向かって撚られ、編み組まれ又は転回される方向は、管集束体１の構成部分
１６，１７へ作用するトルクの方向とそれぞれ同じである。
【００２３】
　図２には、伸ばされた状態の管集束体１が示されている。独立した管９及び管１０は、
支持位置１２から端部２,４に向かってそれぞれ反対方向に延びる構成部分１６,１７が、
その縦軸１１、即ちその伸長方向に沿った軸を中心に互いに逆方向に転回されている。こ
の点に関連して、端部２,４が保持部材３又は保持部材１３にそれぞれ固定されていると
共に上記各構成部分の支持位置側端部１４,１５が軸受保持器１２に固定されているため
、管集束体１が回転しないということは起こらない。そして、独立した管９及び管１０は
、好ましくはｎ＋１/２回（ｎは０又は整数）撚られているため、独立した管９及び管１
０の端部２,４は、軸受保持器１２に固定された端部１４,１５に対してそれぞれ１８０°
ずれた位置にある。これにより、独立した各管又は各ルーメンの長さがほぼ同じになる。
管集束体１の構成部分１６,１７はそれぞれ１.５回だけ転回されていることが好ましい。
【図面の簡単な説明】
【図１】　スライディングシールを用いない遠心分離機の管集束体を示す図である。
【図２】　縦方向に伸ばされた管集束体を示す図であり、支持位置からそれぞれ反対方向
に延びる管集束体の両構成部分が逆方向に転回されている。
【符号の説明】
　１　　　　 管集束体
　２　　　　 端部
　３　　　　 保持部材（固定位置）
　４　　　　 端部
　５　　　　 分離ユニット
　６　　　　 支持位置
　７　　　　 滑り軸受（支持部材）
　８　　　　 回転フレーム
　９,１０　　管
　１１　　　 縦軸
　１２　　　 軸受保持器
　１３　　　 保持部材
　１４,１５　端部
　１６,１７　管集束体の構成部分
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